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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (千円) 1,959,941 ― ― ― ―

経常利益 (千円) 396,048 ― ― ― ―

当期純利益 (千円) 407,817 ― ― ― ―

純資産額 (千円) 5,910,182 ― ― ― ―

総資産額 (千円) 6,038,847 ― ― ― ―

１株当たり純資産額 (円) 24,231.99 ― ― ― ―

１株当たり当期純利益 (円) 1,672.07 ― ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 97.9 ― ― ― ―

自己資本利益率 (％) 7.1 ― ― ― ―

株価収益率 (倍) 40.3 ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,000,528 ― ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 236,262 ― ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △118,248 ― ― ― ―

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,426,844 ― ― ― ―

従業員数 (名) 10 ― ― ― ―

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　平成18年４月１日付で、連結子会社の株式会社アロンエステートを吸収合併したことにより、連結子会社が存

在しなくなったため、連結財務諸表を作成しておりません。したがって第19期以降の連結経営指標等について

は記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (千円) 1,026,6394,487,1864,621,979380,503 331,011

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 348,4791,806,2741,812,326△228,975△5,688,555

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 387,7841,392,1361,075,103△286,245△6,027,905

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,346,7502,346,7502,346,7502,346,7502,346,750

発行済株式総数 (株) 243,900 243,900 487,800 487,800 487,800

純資産額 (千円) 5,854,7217,083,4537,475,6366,774,761746,855

総資産額 (千円) 5,858,9817,292,01713,281,93110,846,0914,847,332

１株当たり純資産額 (円) 24,004.6029,042.4515,325.2113,888.401,531.07

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
600
(300)

2,200
(500)

1,100
(550)

300
(300)

0
( 0 )

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 1,589.935,707.822,203.98△586.81△12,357.33

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 99.9 97.1 56.3 62.5 15.4

自己資本利益率 (％) 6.8 21.5 14.8 △4.0 △160.3

株価収益率 (倍) 42.4 20.1 5.5 ― ―

配当性向 (％) 37.7 38.5 49.9 ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 1,323,953△4,849,670△962,178△129,186

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 586,219△57,908 13,822 12,027

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △192,4334,321,538△1,411,82425,553

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― 3,144,5832,558,542198,361 106,755

従業員数 (名) 9 12 13 5 3

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　キャッシュ・フロー計算書は第18期においては、連結財務諸表として記載しております。

４　持分法を適用した場合の投資利益につきましては、第18期は連結財務諸表を作成していたため、また、第19期以

降は関連会社がありませんので記載しておりません。

５　純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。

６　平成19年５月１日付で、株式１株を２株に分割しております。
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２ 【沿革】

　

年月 概要

昭和63年７月 コンピュータソフトの開発販売、コンピュータ関連の広告代理業を目的として東京都世田谷区池

尻四丁目13番８号に株式会社メッツを設立する。

昭和63年11月 OEM供給による日本語ワープロソフト「MET'S WRITE」を発売する。

平成元年４月 当社初の独自企画・設計製品としてハードディスクユーティリティソフトMET'S FILE DRIVER」

を発売する。

平成３年10月 東京都港区六本木五丁目10番31号に本店を移転する。

毛筆宛名印字ソフト「筆自慢」を発売する。

平成７年６月 WINDOWS3.1対応グラフィックユーティリティソフト「G.CREW ver 1.0」を発売する。

平成７年９月 WINDOWS3.1/95対応グラフィックユーティリティソフト「PAINT SHOP PRO ver 3.0J」を発売す

る。

平成８年５月 東京都港区南青山七丁目８番１号に本店を移転する。

平成11年５月 WINDOWS98/NT4.0対応高速画像処理ソフト「Photo Crew」を発売する。

平成11年８月 東京都港区西麻布四丁目17番30号に本店を移転する。

平成12年２月 東京証券取引所マザーズに上場する。

平成12年５月 マルチメディア関連製品の販売を行う子会社「株式会社イー・プレジャー」(連結子会社)を設立

する。

平成12年８月 コンテンツ配信型ポータルサイトの運営を行う子会社「株式会社アイミディア」(連結子会社)を

設立する。

平成12年９月 合弁会社「株式会社アクセス・クロッシング」を設立する。

平成13年３月 デザインエクスチェンジ株式会社と業務提携をする。

平成13年11月 G.CREW８などのダウンロードをBIGLOBE「SOFTPLAZA」で販売開始する。

平成14年１月 東京都港区南青山七丁目８番１号に本店を移転する。

平成14年９月 東京都港区西麻布四丁目22番12号に本店を移転する。

ユーリードシステムズ株式会社と業務提携をする。

平成14年10月 不動産関連企業に対してセキュリティシステムのサービス開始。

平成15年４月 子会社アイミディアが株式会社アロンエステートと代理店契約を締結する。

平成15年９月 子会社「株式会社イー・プレジャー」(連結子会社)を清算する。

平成15年12月 ASPセキュリティシステムの機能強化版の販売開始。

平成16年４月 ソフトウェア事業を廃止。ASPセキュリティ事業を強化。

平成16年７月 東京都港区西麻布一丁目２番24号に本店を移転する。

平成16年10月 株式会社アロンエステートを子会社化する。（連結子会社）

平成17年１月 子会社「株式会社アイミディア」(連結子会社)を清算する。

平成17年３月 パラカ株式会社、イントラネッツ株式会社と業務提携をする。

平成18年４月 子会社「株式会社アロンエステート」(連結子会社)を吸収合併する。

平成18年６月 コクヨエンジニアリング＆テクノロジー株式会社と販売提携をする。

平成19年２月 東京都港区赤坂九丁目７番２号に本店を移転する。

平成20年６月 株式会社陸空海と業務提携

平成20年８月 株式会社GCMと業務提携 

平成22年２月 東京都港区西麻布一丁目２番24号に本店を移転する。
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３ 【事業の内容】

「リアルエステート事業」

不動産物件の取得・企画・開発から運用・売却までワンストップで行う「不動産売買業務」及び不動

産担保付債権の買取・整理・管理・運営、担保不動産のバリューアップ等を行う「不動産担

保付債権及び不動産ファンド業務」を展開しています。

　

「バリューアップ事業」

当社は創業当時からのコアコンピタンスであるソフトウェア・サーバアプリケーションの企画・

開発力を生かし、テナント及び不動産事業運営の効率化を図るオリジナリティあるシステムを開

発する「IT開発業務」及びこのシステムを富裕層向けビジネスを展開する事業会社をターゲット

に導入することで、当社の収益性を高める「コンテンツ開発業務」を展開しています。

　

          -事業系統図-

　

４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

(平成22年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

3 39.6 6.9 4,954

(注) １　従業員数は、就業人員です。

２　当社は年俸制を採用しており、基準外賃金及び賞与の支給は行っていません。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。

EDINET提出書類

株式会社メッツ(E05064)

有価証券報告書

 5/61



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、米国金融危機に端を発した世界的な不況の波及のなか、企業収益

の改善努力などにより着実に持ち直しの兆しが見られました。しかし一方で、海外景気の下振れ懸念や

デフレーションの影響、雇用情勢は厳しく失業率が高水準に留まっていることなど先行きは依然とし

て不透明な状況です。

当社が属する不動産業界におきましても、住宅ローン減税の拡張や長期優良住宅等に係る税額控除

など住宅向けの優遇政策、また土地に関する課税の軽減もあり一部の市場の流通においては改善の兆

しがあるものの、業界全体としては依然として厳しい状況にあります。

このような事業環境の中、「リアルエステート事業」におきましては、国内外投資家の投資窓口とし

て安定した収益確保を図るフィービジネスにおいて、僅かながら成果を上げたものの、販売用不動産の

売却については、当社独自のネットワークを駆使し国内の事業会社及び海外の投資家等、複数の投資家

と積極的に売却交渉を進めてまいりましたが、交渉先との諸条件が折り合わず売却または開発するに

至りませんでした。

なお、当社が保有する販売用不動産の評価において、外部環境を鑑み不動産市況の動向を見直した結

果、当事業年度において大幅なたな卸資産評価損を売上原価に計上いたしました。

「バリューアップ事業」におきましては、安定した賃貸売上等による収益獲得の源泉があり、堅調に

推移いたしました。 

さらに利益面において、コスト管理を引き続き徹底することによって、より低い損益分岐点を実現

し、収益基盤安定化に向け注力してまいります。

この結果、当事業年度の業績におきましては、「バリューアップ事業」におけるセキュリティ導入及

びバリューアップを行った不動産物件の賃貸収入が主なものとなり、売上高は、331,011千円(前年同期

比49,492千円の減少)の計上となりました。5,536,566千円のたな卸資産評価損を計上したため営業損

失は5,580,388千円(前年同期比5,434,588千円の悪化)、経常損失は5,688,555千円(前年同期比

5,459,580千円の悪化)、当期純損失は6,027,905千円(前年同期比5,741,659千円の悪化)となりました。

これにより１株当たり当期純損失は12,357円33銭となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物は106,755千円と前年同期と比べ91,606千円(46.2％）の減

少となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産評価損5,536,566千円及び減損損失333,091千円

の影響から税引前当期純損失が6,026,668千円と前年同期と比べ5,795,557千円の減益となりました

が、129,186千円の支出と前年同期と比べ832,991千円の増加となりました。

投資活動のキャッシュ・フローは敷金及び保証金の回収による収入10,200千円が貢献しましたが、

12,027千円の獲得と前年同期と比べ1,795千円(13.0％）の減少となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金による収入30,000千円があり、長期借入金の返済

による支出1,500千円、配当金の支払額2,455千円がありましたが、25,553千円の獲得と前年同期と比べ

1,437,377千円の増加となりました。
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２ 【販売及び仕入の状況】

(1) 販売実績

当事業年度における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりです。

　

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

セキュリティリアルエステート販売事業 11,300 443.2

バリューアップ事業 319,710 84.6

合計 331,011 87.0

(注)１　バリューアップ事業はセキュリティ事業及びセキュリティリアルエステート賃貸事業により構成され

ております。

２　前事業年度および当事業年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対す
る割合は次のとおりです。

相手先

前事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ピー・エム・ラインビル㈲ 61,900 16.3 61,900 18.7

パラカ㈱ 53,400 14.0 41,707 12.6

３　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　

(2) 外注実績

当社はセキュリティ製品の製造・設置の一部を外注に依存しております。

当事業年度における外注実績は、次のとおりです。

外注高(千円) 前年同期比(％)

144,334 95.9

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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３ 【対処すべき課題】

当社は既述の経営戦略をより早期にかつ確実に実現するため、今後対処すべき課題として次のことを考え

ています。

　

(1)顧客の開拓について

不動産市況の悪化に伴いマンション等レジデンスの建設・着工が引き続き停滞している状況にあり、

今後は更なる営業の効率化を図ることによる顧客層と有力なコネクションを持つ企業と販売代理店契約

を結ぶことなど、顧客の開拓が重要であると考えています。

　

(2)研究・開発技術の拡充について

当社は今後とも市場の変化を的確に捉え、特定のOS に依存しないマルチプラットフォーム上で動作可

能なアプリケーションの開発・供給を行っています。また、デジタルセキュリティシステム及びWebサー

バセキュリティシステムの高機能化や低価格化実現のため、最新のASP 技術の開発を推進してまいりま

す。そのためには、今まで以上に優秀な研究開発者による充実した研究開発活動が必要であると考えてい

ます。

　

(3)積極的な提携について

当社の更なる売上・収益の拡大を図り経営基盤の安定を図る上で新規事業を展開していきますが、そ

のために当社経営理念、経営計画に合致するとともに当社事業とのシナジーが期待できる優良事業を持

つ企業との提携等の手段を活用し、それらを推し進めてまいります。

　

(4)不動産物件の売買について

当社の業績において売上金額比率が高くなっているリアルエステート事業につきましては、次期にお

いて、当社独自の不動産分野のコネクションを最大限活用した売却を実現できるよう努めます。

　

(5)資金調達について

当社が安定的に成長していく過程において、不動産物件購入のための多額の資金が必要であり、今後も

資金調達の強化、調達方法の多様化に取り組んでまいります。
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４ 【事業等のリスク】

文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

　

１.有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

(1)法的規制について

現在、日本国内においてインターネットに関連する主要な法規制は電気通信事業法であり、インター

ネット上の情報流通や ECのあり方についてさまざまな議論がなされている段階です。当社が営むイン

ターネット関連事業そのものを規制する法令はありませんが、今後、インターネットの利用者や関連す

るサービスおよび事業者を規制対象とする法令等が制定されたり、既存の法令等の適用が明確になっ

たり、あるいは何らかの自主的なルール化が行われた場合、当社の事業が制約される可能性がありま

す。

また、不動産賃貸および開発事業を行うことにおいて、宅地建物取引業法・建築基準法・国土利用計

画法・都市計画法・借地借家法等の様々な法律により法的規制を受けております。今後、上記の諸法規

等の内容が変更された場合、当社の経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2)知的所有権による訴訟の可能性について

当社は、現時点において第三者より知的所有権に関する侵害訴訟等を提訴されるなどの通知を受け

ておりません。インターネット関連事業における新サービス、マーケティングの仕方、在庫管理の手法

など、一見あたり前のように思えるものでも、従来なかったアイデアが盛り込まれていれば、特許とし

て成立する可能性があります。当社は、製品ばかりでなくビジネスモデルについても特許となりうるも

のに関しては、積極的に権利の取得を目指すとともに特許調査を入念に行っています。しかし、サブマ

リン特許の存在も想定されるため、特許権侵害により第三者から製品の販売差止等の訴訟を提起され

損害を被る可能性があります。

　

(3)特定の人物への依存について

当社の取締役はそれぞれ、経営戦略、製品戦略、開発戦略等当社の業務に関して専門的な知識・技術

を有し重要な役割を果たしています。これらの者が当社を退職した場合、後任者の選任に関し深刻な問

題に直面する可能性があり、当社の業績に重要な影響が生じる可能性があります。しかしながら当社で

は通常役員の異動が有る場合は入念な引継ぎ、権限委譲を行い経営に対するリスクを最小限にしてお

ります。

　

(4)製品の致命的不具合（バグ）により、販売が継続できなくなる可能性について

当社の提供する製品・サービスはインターネットを利用したASPが主流であるため発売後、運用上支

障をきたす致命的なバグが発見され、そのバグを解決するのに長期間要する場合、その製品・サービス

の提供を継続できず収益が悪化する可能性があります。今後も同様に信頼性の高い製品・サービスを

開発するといった基本方針を継承しますが、これによって致命的なバグが皆無になる保証はありませ

ん。

　

(5)インターネットインフラについて

当社の事業は火災、停電、電話線等の故障等の影響を受けやすく、当社のネットワークインフラは地

震の影響を受けやすい東京に集中しています。また、当社の事業はインターネットに深く関連している
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ため、インターネット上の情報通信または商業利用が今後も広く普及し、インターネットユーザにとっ

て快適な利用環境が実現されることが、当社成長のための基本的条件となります。こうした通信インフ

ラの向上速度が、一般的な予測より遅れた場合、当社の事業に対する制約が続くことになり、業績に悪

影響を与える可能性があります。

　

(6)ネットワークセキュリティについて

当社はネットワークへのセキュリティを施していますが、コンピュータウイルス等の侵入やハッ

カー等による妨害の可能性がまったく排除されたわけではなく、これらの事態による損失を完全に補

填するような保険に加入していません。これらの事態が当社の事業、業績および財政状態に重要かつ悪

い影響を与える可能性があります。

　

(7)ASP事業の将来性について

ASPとは、アプリケーション機能をインターネット経由でレンタルするサービスです。わが国でもASP

市場に参入する企業は増えており、当社としてもASP事業に経営資源を傾注しております。今後も、より

高機能で取り扱い易いASPを適正な価格で提供するために、研究・開発を推進することとしています

が、これが市場の要求水準を満たさない場合には、BtoB及びBtoCの販路を失う可能性があります。

　

(8)今後の事業展開について

当社は、コンシューマ向けソフトウェアの開発・販売を中心として、当社の認知度を高め、ブランド

を確立してきましたが、コンシューマ向けのソフトウェア事業は当社内での重要性が低下したため、平

成 17年３月期において廃止しています。そのため当社の知名度及びブランド力が低下し、バリュー

アップ事業での顧客獲得等にも影響を与える可能性があります。今後、当社はソフトウェア事業に代わ

りすでに中核となっているASP、サーバ構築、ネットワーク構築技術を生かしたデジタルセキュリティ

ビジネス及びこれらの技術と融合させたリアルエステート事業に加え、情報関連サービスその他領域

への事業拡大を図っていく方針です。しかしながら、当社の今後の取り組みが必ずしも成功するとは限

りません。

また、当社は将来の業容拡大のために企業買収や提携を行う可能性がありますが、これらが必ずしも

成功するとは限りません。
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(9)個人のプライバシー情報の管理について

当社のデータベースは、外部から不正アクセスができないようにファイアーウォール等のセキュリ

ティ手段によって保護されています。また、プライバシー保護についても十分な対応を行っています。現

在、当社はユーザに個人情報を登録していただいています。当社では、ユーザの個人情報は内部で利用す

ることはありますが、広告主を含む外部の関係者に公開することはありません。しかし、これらの情報が

何らかの形で外部に洩れたり、悪用されたりする場合、当社への損害賠償請求や当社の信用の低下等に

よって当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(10)売掛金等の債権管理について

現在注力しているバリューアップ事業におけるセキュリティシステムの販売は、信用販売が主流であ

り債権回収のリスクが存在します。

　

(11)他社との競合について

当社は IT市場の拡大及び変革に遅れることなく、確実で安定した収益をあげることが最重要課題で

あると考えております。このため市場等の調査は入念に行いますが、リスクが依然として存在する状態

でも事業を遂行する必要があると判断することもありえます。また、中核事業のセキュリティビジネス

においても、多数の競合相手が存在しています。今後競合や新規参入が激化した場合には、価格競争に

よる売上の減少等当社の策定する経営計画に重大な相違が生じる可能性があります。現時点において、

当社が想定する収益見通しに重大な相違が生じる可能性があるほか、今後当社が予想しない支出、投資

等が発生し当社の業績に影響を与える可能性があります。

　

(12)不動産物件の地域集中について

当社が保有または管理運営する不動産物件は、現在、東京都港区と福岡県福岡市に集中しており、こ

の地域の不動産市況が著しく低下した場合や、地震等の災害が発生し保有不動産に甚大な損害が発生

した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(13)不動産価格が下落することのリスクについて

世界的な金融不安が進展する中、金融機関の買い手に対する不動産融資の厳格化が進むなど、不動産

市場全体で取引が停滞しております。また地価の著しい下落もあり今後の不動産価格相場の先行きが

不透明になっております。このため不動産価格相場が急激に下落した場合等には、当社自らが所有して

いる不動産価値が下落し、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　

(14)売上時期による業績変動について

リアルエステート事業における販売用不動産の売却は売買契約成立後、顧客への引渡しをもって売

上が計上されます。また、販売用不動産の売却額は当社の売上額に占める比率が大きいため、四半期毎

に当社の業績を見た場合、この売却売上が計上されたタイミングにより売上高及び利益が変動し、ある

四半期の業績は必ずしも他の四半期の業績や年次の業績を示唆するものではありません。

また、売却予定物件の資産査定遅延の発生、天災その他予想し得ない事態の発生により引渡し時期が

期末または四半期を越えて遅延した場合、または不測の事態により当該物件の売却が見送られた場合、

当社の通期業績及び四半期業績が変動する可能性があります。

　

(15)融資環境または融資条件の変化について
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当社の保有する不動産物件には、抵当権が設定されております。未返済債務の借り換え、更新ができ

ない場合には、抵当権の行使等により当社の計画を下回る価格での売却がなされ、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。

　

(16)資金調達について

当社は不動産賃貸物件及び不動産開発用土地の取得資金等の一部を金融機関からの借入金により調

達しております。

当社は新たな金融機関との取引開始、コミットメントラインの設定等、資金調達の円滑化、多様化に

努めておりますが、今後何らかの事情により当社が必要とする資金調達に支障が生じ物件を計画通り

に取得できない場合、また金利の上昇・金融機関の融資方針の変更等があった場合、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。

　

２.提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

当社は、当事業年度において、たな卸資産評価損を売上原価に5,536,566千円及び減損損失を333,091千

円を計上したことにより、営業損失が5,580,388千円、経常損失が5,688,555千円、当期純損失が6,027,905

千円となりました。 

　また、依然として続く不動産市況の悪化等により、販売用不動産の売却計画を下回る価格で売却せざる

を得ない場合または想定時期までの売却が難しくなった場合には、資金繰りが著しく悪化し、借入金の返

済が困難なこと、及び諸経費の支払遅延が生ずることも予想されることから、現段階において継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 
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５ 【経営上の重要な契約等】

　　当事業年度において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)財政状態の分析

(資産の部)

当事業年度末における資産合計は4,847,332千円で、前事業年度末に比べ5,998,759千円減少しており

ます。これは主として流動資産では現金及び預金が91,606千円、たな卸資産評価損計上により販売用不動

産が5,536,566千円減少し、固定資産では減損損失計上により建物・土地が333,091千円減少したことに

よるものです。

(流動資産)

当事業年度末における流動資産は4,640,896千円（前年同期比5,631,980千円減）となりました。こ

れは主として現金及び預金が91,606千円、たな卸資産評価損計上により販売用不動産が5,536,566千円

減少したことによるものです。

(固定資産)

当事業年度末における固定資産は206,436千円（前年同期比366,778千円減）となりました。これは

主として減損損失計上により建物・土地が333,091千円減少したことによるものです。

　

(負債の部)

当事業年度末における負債合計は4,100,477千円で、前事業年度末に比べ29,147千円減少しておりま

す。

(流動負債)

当事業年度末における流動負債は4,028,656千円（前年同期比3千円減）となりました。

(固定負債)

当事業年度末における固定負債は71,821千円（前年同期比29,150千円増）となりました。これは主

に長期借入金が増加したことによるものです。

　

(純資産の部)

当事業年度末における純資産合計は746,855千円で、前事業年度末に比べ6,027,905千円減少しており

ます。これは利益剰余金が減少したことによるものです。

　

(2)キャッシュ・フローの分析

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2) キャッシュ・フローの状況」に記載しております。
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(3)経営成績の分析

当事業年度の業績におきましては、バリューアップ事業におけるセキュリティシステムの導入及びバ

リューアップを行った不動産物件から得られる賃貸収入が主なものとなり、売上高は、331,011千円(前年

同期比49,492千円の減少)の計上となりました。

　5,536,566千円のたな卸資産評価損を計上したため営業損失は5,580,388千円(前年同期比5,434,588千

円の悪化)、経常損失は5,688,555千円(前年同期比5,459,580千円の悪化)、当期純損失は6,027,905千円

(前年同期比5,741,659千円の悪化)となりました。

　

(4)継続企業の前提に関する重要事象等を解消し又は改善するための対応策

当社は、継続企業の前提に関する重要事象等を早期に解消すべく、以下の施策に取り組んでまいりま

す。 

①財務基盤の強化 

　借入金の返済にあたっては、担保設定対象となっている不動産を売却する際に、売却金額が当該設定金

額を下回ることも予想されるため、全額返済に充ててもなお不足金額が発生する場合が想定されます。今

後も、取引金融機関と更なる緊密な関係を維持していきながら、多様な資金調達手段を視野に入れ財務体

質の強化に努めてまいります。 

 

②コストの削減 

　本社事務所を自社ビルに移転するなど各種コスト削減を進めております。  

 

　現時点では、これらの対応策について実施途上であるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められます。

　なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、上記のような重要な不確実性の影響を財務諸表

には反映しておりません。

　

なお、各事業の業績概要については「第２　事業の状況　１　業績等の概要」を参照ください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度における有形固定資産・無形固定資産を併せた設備投資の総額は231千円であります。

主な設備投資について示すと、次のとおりです。

・工具、器具及び備品

開発機材として231千円の設備投資を行っています。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　　　(平成22年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(人)

建物 車両運搬具
工具、器具及
び備品

土地 その他 合計

本社(東
京都港
区)

統括業務施設
・開発用設備

73,764 ― 10,85392,6493,635180,902 3

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、「ソフトウェア」及び「電話加入権」の合計額であります。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　当社の賃借設備はすべてレンタル契約によっており、リース契約によるものはありません。

なお、レンタル契約をしている賃借設備はパソコン等の事務機器が主であり、その年間賃借料は306千円です。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社メッツ(E05064)

有価証券報告書

16/61



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,951,200

計 1,951,200

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 487,800 487,800
東京証券取引所

マザーズ市場

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

単元株株式制度は採用してお

りません。

計 487,800 487,800 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありま

せん。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年５月１日 243,900487,800 ― 2,346,750 ― 2,755,812

(注)　発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増減は次によるものであります。

平成19年５月１日に、平成19年４月30日（但し、当日、前日及び前々日は株主名簿管理人の休業日につき、実

質上は、平成19年４月27日）を基準日として、株主の所有株式１株につき２株の割合をもって分割いたしま

した。

　

(6) 【所有者別状況】

(平成22年３月31日現在)

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 3 14 39 10 10 8,3058,381 ―

所有株式数
(株)

― 1,15312,31933,5701,937 732438,089487,800 ―

所有株式数
の割合(％)

― 0.23 2.52 6.88 0.39 0.15 89.80100.00 ―

　（注）上記株式数には、証券保管振替機構名義の株式が37株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

(平成22年３月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

永　田　典　久 東京都港区 239,440 49.08

株式会社ブリス 東京都港区西麻布１－６－４ 31,590 6.47

大　塵　純 栃木県那須塩原市 8,910 1.82

マネックス証券株式会社 東京都千代田区丸の内１－11－１ 4,384 0.89

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 3,204 0.65

迫　修 大阪府大阪市鶴見区 3,030 0.62

カブドットコム証券株式会社 東京都千代田区大手町１－３－２ 3,021 0.61

渡　邊　雅　良 東京都港区 2,950 0.60

鈴　木　亙 東京都世田谷区 2,849 0.58

酒　井　利　忠 千葉県船橋市 1,976 0.40

計 ― 301,354 61.77
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

（平成22年３月31日現在）

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
　

487,800

　

487,800
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 487,800 ― ―

総株主の議決権 ― 487,800 ―

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が37株（議決権37個）含まれて

おります。

　

② 【自己株式等】

（平成22年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

 【株式の種類等】

　 該当事項はありません。

　

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社は株主利益の最大化による利益還元を経営の重要な課題の一つとして位置づけています。

配当は中期的な業績動向を考慮に入れながら、各期の業績に対応して配当額を決定し、安定的に継続して

いくことを目標としています。

しかしながら、当事業年度の純損失が6,027,905円と大きく業績・財政状態を悪化させ、今後も引き続き

厳しい経営環境が予想されること等を総合的に勘案した結果、誠に遺憾ながら当事業年度の配当につきま

しては、第２四半期末及び期末配当ともに無配とさせていただきました。

また次期の配当につきましては、今後の経済動向、資金調達環境の不透明感を勘案しまして未定とさせて

いただきます。

今後につきましては、持続的に利益が計上できる収益基盤を確保し、復配に努めてまいります。

なお、当社の配当方針に関しましては第２四半期末日、期末日を基準とした年２回の配当を予定してお

り、配当の決定機関は、中間配当は取締役会（当社定款第40条による決議）、期末配当は株主総会でありま

す。当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。

内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えと研究開発費用として投入していくこと

としております。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 89,400 123,000
135,000
□43,950

18,600 7,300

最低(円) 40,400 39,600
88,000
□12,200

2,850 2,275

(注) １　株価は東京証券取引所マザーズ市場におけるものです。
２　□印は株式分割による権利落後の株価です。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 4,450 4,150 3,700 3,970 2,798 2,910

最低(円) 3,800 2,910 3,200 2,501 2,401 2,275

(注) 　株価は東京証券取引所マザーズ市場におけるものです。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役

社長
― 渡　邊　雅　良 昭和41年12月20日生

平成７年２月 当社外注開発スタッフ

(注)１ 2,950

平成７年３月 当社入社 プログラマー

平成８年５月 当社取締役開発部長就任

平成17年６月 当社取締役開発部長退任

平成19年２月 当社取締役就任

平成22年３月 当社代表取締役社長就任(現任)

専務取締役 ― 田　中　和　世 昭和40年２月12日生

昭和63年７月 当社入社

(注)１ 620

平成３年２月 当社取締役業務管理部長就任

平成10年２月 当社専務取締役就任

平成15年３月 当社退社

平成15年３月 株式会社ハーフアンドハーフ入社

代表取締役社長就任

平成19年１月 同社代表取締役社長退任・退社

平成19年２月 当社専務取締役就任(現任)

取締役 ― 尾　形　和　也 昭和49年９月19日生

平成18年２月 ㈱ケン・コーポレーション入社

(注)１ ―
平成19年６月 ㈱ブリス入社

平成22年６月 当社入社

平成22年６月 当社取締役就任(現任)

常勤監査役 ― 天　笠　　　勝 昭和47年６月19日生

平成15年６月 当社監査役就任

(注)２ ―

平成17年６月 当社監査役退任

平成17年６月 株式会社アロンエステート

代表取締役就任

平成18年４月 同社代表取締役退任

平成18年４月 当社入社

業務管理部チーフディレクター

平成18年６月 当社取締役業務管理部長就任

平成19年２月 当社取締役業務管理部長退任

平成19年２月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 ‾ 早　川　裕　司 昭和40年11月26日生
平成12年１月 アーケイディア特許事務所開設

(注)２ ―
平成12年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 ‾ 渡　邉　　　守 昭和45年４月３日生

平成14年３月 司法書士登録

(注)２ ―

平成14年８月 渡邉司法書士事務所開設(現在に

至る)

平成17年６月 株式会社アロンエステート監査役

就任

平成18年４月 同社監査役退任

平成18年６月 当社監査役就任(現任)

計 3,570

(注) １　取締役の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成24年３月期に係る定時株主総会終結

のときまでであります。

２　監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年３月期に係る定時株主総会終結

のときまでであります。なお、監査役早川祐司氏および渡邉守氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役

です。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

当社では、企業競争力強化の観点から経営判断の迅速化を図ると同時に、経営の透明性の観点から経営

のチェック機能の充実を重要課題としています。

取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定するととも

に業務執行状況を監督する機関と位置づけています。また、事業環境の分析、利益計画の進捗状況など情

報の共有化、コンプライアンスの徹底化を図り、経営判断に反映させています。

今後においては、取締役会や監査役会の一層の機能強化を行い、コーポレート・ガバナンスの確立に努

力してまいる所存です。また、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められる中、経営内

容の公正性と透明性を高めるため、積極的かつ迅速な情報開示に努めるとともに、インターネットを通じ

て財務情報の提供を行うなど幅広い情報開示にも努めてまいります。

　

　(会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等）

会社の機関としては、経営の基本方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定

するとともに業務執行状況を監督する機関として取締役会を、監査機関として監査役会を設置してい

ます。

取締役会、監査役会以外の組織を含む当社の経営組織、内部統制の体制図は以下のとおりでありま

す。

　

　

　　・社内監査役を１名、社外監査役を２名選任しています。監査役の体制は以下のとおりです。

　　常勤監査役　　　天笠　勝

　　(社外監査役)

　　監査役　　　　　早川　裕司

　　監査役　　　　　渡邉　守
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取締役会については経営の基本方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定

するとともに業務執行状況を監督する機関と位置づけています。

また、事業環境の分析、利益計画の進捗状況など重要事項等の情報の共有化、コンプライアンスの徹

底化を図り、経営判断に反映させると共に業務執行を監視する役目も果たしています。

当社は監査役制度を採用しております。常勤監査役は、取締役会他、重要な会議に出席し、取締役の業

務執行の監視、コンプライアンスに関する提言を行っています。社外監査役は、より客観的な立場にた

ち、業務執行状況の監査を行っています。

　

　(リスク管理体制の整備の状況)

　取締役会にて想定されるリスクに対しての検討・対応を協議しております。必要な場合には適宜迅速な

対策を講じることをリスク管理体制の基礎としております。不測の事態が発生した場合には、社長を本部

長とする対策本部を設置し、顧問弁護士を含む外部アドバイザリーチームを組織して迅速な対応を行い、

損害の拡大を防止しこれを最小限にとどめるよう努力しております。

　

②内部監査及び監査役監査

当社は、平成22年３月31日現在、役員６名及び従業員３名と組織が小さく、内部監査担当部署を設置す

るまでに至っておりませんが、組織が増大し、業務が複雑化した際には、内部監査制度の設置が検討課題

と認識しています。

　監査役監査については、監査役は取締役会に出席し、議案内容の確認や適宜意見を行い、経営の監督機

能強化を図っております。定時監査役会の他、必要に応じて臨時監査役会を開催し、社外監査役との連携

による経営陣への積極的な意見表明を行っております。

顧問弁護士には、法律上の判断が必要な場合に随時相談・確認するなど、経営に法律面のコントロー

ル機能が働くようにしています。

　

③社外取締役及び社外監査役

当社では社外取締役を選任しておりません。社外監査役及びその近親者ならびにそれらが取締役に就

任する会社との人事、資金、技術及び取引等の関係は現在ありません。また、当社の社外監査役は当企業

の出身ではありません。

　

④役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役 29,439 29,439 － － － 3

監査役
(社外監査役を除く。)

6,499 6,499 － － － 1

社外役員 4,800 4,800 － － － 2
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ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

　役員の報酬等の額の決定又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

　

⑤会計監査の状況

会計監査人は四半期決算毎に公正不偏の立場をもって、当企業の会計監査を実施しています。担当す

る監査法人は清和監査法人であり、業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は

以下のとおりです。

　

業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員　　　川田 増三

指定社員　業務執行社員　　　江黒 崇史

会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士１名、その他５名

　

　⑥責任限定契約の内容の概要

　当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定する契約（いわゆる責任限定契約）に関して締結は

しておりません。

　

　⑦取締役の定数

　当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

　

　⑧取締役の選任の決議要件

　当社では、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。なお、取締役の選任決議は、累積投票

によらないものとしております。

　

　⑨自己の株式の取得の決定機関

　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂

行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引

等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

　

　⑩中間配当について

　　　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会

　　の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当ができる旨定款に定めております。
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(2)【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

13,900 ― 14,200 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案した上定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成20年４月１日から平成21年

３月31日まで)及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)の財務諸表について、清和監

査法人の監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 198,361 106,755

売掛金 43,104 40,549

販売用不動産 ※１
 10,020,466

※１
 4,483,900

前払費用 9,507 9,474

その他 1,437 216

流動資産合計 10,272,877 4,640,896

固定資産

有形固定資産

建物 161,696 159,801

減価償却累計額 △10,911 △86,037

建物（純額） ※１
 150,784

※１
 73,764

車両運搬具 5,687 －

減価償却累計額 △3,754 －

車両運搬具（純額） 1,933 －

工具、器具及び備品 59,391 50,199

減価償却累計額 △35,515 △39,346

工具、器具及び備品（純額） 23,875 10,853

土地 ※１
 356,078

※１
 92,649

有形固定資産合計 532,671 177,267

無形固定資産

ソフトウエア 4,588 3,419

電話加入権 1,066 216

無形固定資産合計 5,654 3,635

投資その他の資産

敷金及び保証金 34,888 24,688

長期前払費用 － 845

投資その他の資産合計 34,888 25,533

固定資産合計 573,214 206,436

資産合計 10,846,091 4,847,332
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（単位：千円）

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※１
 4,000,000

※１
 4,003,000

未払金 11,260 7,203

未払費用 2,377 2,913

未払法人税等 7,695 9,017

前受金 6,567 5,416

その他 758 1,105

流動負債合計 4,028,659 4,028,656

固定負債

長期借入金 － 25,500

長期預り保証金 42,671 46,321

固定負債合計 42,671 71,821

負債合計 4,071,330 4,100,477

純資産の部

株主資本

資本金 2,346,750 2,346,750

資本剰余金

資本準備金 2,755,812 2,755,812

その他資本剰余金 364,374 364,374

資本剰余金合計 3,120,187 3,120,187

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,307,823 △4,720,081

利益剰余金合計 1,307,823 △4,720,081

株主資本合計 6,774,761 746,855

純資産合計 6,774,761 746,855

負債純資産合計 10,846,091 4,847,332
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

売上高 380,503 331,011

売上原価 216,817 ※４
 5,738,610

売上総利益又は売上総損失（△） 163,685 △5,407,599

販売費及び一般管理費

役員報酬 49,769 40,739

給料及び手当 47,704 17,722

業務委託費 － 1,520

賃借料 37,089 12,440

租税公課 33,147 13,981

減価償却費 20,946 10,725

旅費及び交通費 12,787 3,650

通信費 10,213 5,961

支払手数料 40,203 35,129

広告宣伝費 313 －

IR費用 8,673 －

その他 48,638 30,917

販売費及び一般管理費合計 309,485 172,788

営業損失（△） △145,799 △5,580,388

営業外収益

受取利息 3,946 135

債務勘定整理益 945 1,600

その他 141 382

営業外収益合計 5,033 2,118

営業外費用

支払利息 88,209 110,154

その他 － 131

営業外費用合計 88,209 110,286

経常損失（△） △228,975 △5,688,555

特別利益

固定資産売却益 ※１
 387

※１
 681

特別利益合計 387 681

特別損失

固定資産売却損 ※２
 170 －

固定資産除却損 ※３
 2,352

※３
 5,703

減損損失 － ※５
 333,091

特別損失合計 2,523 338,794

税引前当期純損失（△） △231,111 △6,026,668

法人税、住民税及び事業税 2,542 1,237

法人税等調整額 52,592 －

法人税等合計 55,134 1,237
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

当期純損失（△） △286,245 △6,027,905
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【売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 Ⅰ　不動産原価 　 ― ― 5,536,56696.5

 Ⅱ　外注費 　 150,45769.4 144,334 2.5

Ⅲ　労務費 　 6,297 2.9 ― ―

Ⅳ　経費 ＊１ 60,063 27.7 57,709 1.0

　　　　　売上原価 　 216,817100.0 5,738,610100.0

　

(注)＊１経費の主な内訳は次のとおりです。

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

原価計算の方法は、単純総合原価計算によっています。

租税公課 29,708千円

ビル維持管理費 12,084　

水道光熱費 6,397　

支払手数料 4,571　

減価償却費 3,400　

その他 3,900　

　 60,063　

原価計算の方法は、単純総合原価計算によっています。

租税公課 27,796千円

ビル維持管理費 10,753　

減価償却費 6,403　

水道光熱費 5,210　

修繕費 2,830　

その他 4,714　

　 57,709　

　

EDINET提出書類

株式会社メッツ(E05064)

有価証券報告書

34/61



③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,346,750 2,346,750

当期末残高 2,346,750 2,346,750

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,755,812 2,755,812

当期末残高 2,755,812 2,755,812

その他資本剰余金

前期末残高 364,374 364,374

当期末残高 364,374 364,374

資本剰余金合計

前期末残高 3,120,187 3,120,187

当期末残高 3,120,187 3,120,187

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 2,008,699 1,307,823

当期変動額

剰余金の配当 △414,630 －

当期純損失（△） △286,245 △6,027,905

当期変動額合計 △700,875 △6,027,905

当期末残高 1,307,823 △4,720,081

利益剰余金合計

前期末残高 2,008,699 1,307,823

当期変動額

剰余金の配当 △414,630 －

当期純損失（△） △286,245 △6,027,905

当期変動額合計 △700,875 △6,027,905

当期末残高 1,307,823 △4,720,081

株主資本合計

前期末残高 7,475,636 6,774,761

当期変動額

剰余金の配当 △414,630 －

当期純損失（△） △286,245 △6,027,905

当期変動額合計 △700,875 △6,027,905

当期末残高 6,774,761 746,855
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 7,475,636 6,774,761

当期変動額

剰余金の配当 △414,630 －

当期純損失（△） △286,245 △6,027,905

当期変動額合計 △700,875 △6,027,905

当期末残高 6,774,761 746,855

EDINET提出書類

株式会社メッツ(E05064)

有価証券報告書

36/61



④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △231,111 △6,026,668

減価償却費 24,346 17,128

減損損失 － 333,091

受取利息 △3,946 △135

支払利息 88,209 110,154

固定資産売却損益（△は益） － △681

固定資産除却損 2,352 5,703

たな卸資産評価損 － 5,536,566

売上債権の増減額（△は増加） △11,813 2,554

前受金の増減額（△は減少） △11,398 △1,150

預り保証金の増減額（△は減少） △21,736 3,650

未払消費税等の増減額（△は減少） △18,423 △72

その他 △1,169 12,844

小計 △184,690 △7,016

利息の受取額 3,157 108

利息の支払額 △141,334 △110,154

法人税等の還付額 － 789

法人税等の支払額 △639,310 △12,914

営業活動によるキャッシュ・フロー △962,178 △129,186

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △246 △231

有形固定資産の売却による収入 3,338 2,413

敷金及び保証金の回収による収入 12,230 10,200

敷金及び保証金の差入による支出 △1,500 －

その他 － △354

投資活動によるキャッシュ・フロー 13,822 12,027

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △411,824 △2,455

短期借入れによる収入 639,000 －

短期借入金の返済による支出 △1,639,000 －

長期借入れによる収入 － 30,000

長期借入金の返済による支出 － △1,500

その他 － △490

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,411,824 25,553

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,360,180 △91,606

現金及び現金同等物の期首残高 2,558,542 198,361

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 198,361

※１
 106,755
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【継続企業の前提に関する注記】

前事業年度 当事業年度

（自　平成20年４月１日　　　　　　　　　　　　　　　　至　平成21
年３月31日）

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

― 　当社は、当事業年度において、たな卸資産評価損
を売上原価に5,536,566千円及び減損損失を
333,091千円を計上したことにより、営業損失が
5,580,388千円、経常損失が5,688,555千円、当期純
損失が6,027,905千円となりました。 
　また、依然として続く不動産市況の悪化等によ
り、販売用不動産の売却計画を下回る価格で売却
せざるを得ない場合または想定時期までの売却が
難しくなった場合には、資金繰りが著しく悪化し、
借入金の返済が困難なこと、及び諸経費の支払遅
延が生ずることも予想されることから、現段階に
おいて継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる
ような状況が存在しております。 
　 
　当社は、当該状況を早期に解消すべく、以下の施
策に取り組んでまいります。 
1.財務基盤の強化 
　借入金の返済にあたっては、担保設定対象となっ
ている不動産を売却する際に、売却金額が当該設
定金額を下回ることも予想されるため、全額返済
に充ててもなお不足金額が発生する場合が想定さ
れます。今後も、取引金融機関と更なる緊密な関係
を維持していきながら、多様な資金調達手段を視
野に入れ財務体質の強化に努めてまいります。 
 
2.コストの削減 
　本社事務所を自社ビルに移転するなど各種コス
ト削減を進めております。 
 
　現時点では、これらの対応策について実施途上で
あるため、継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められます。 
　なお、財務諸表は継続企業を前提として作成して
おり、上記のような重要な不確実性の影響を財務
諸表には反映しておりません。
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法

　その他有価証券
　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法
 

　その他有価証券
　　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及
び評価方法

　通常の販売目的で保有する
　たな卸資産
個別法による原価法（収益性の低下に
よる簿価切下げの方法）
 
（会計方針の変更）
当事業年度より、「棚卸資産の評価に
関する会計基準」（企業会計基準第９
号　平成18年７月５日公表分）を適用
し、評価基準については、原価法から原
価法（収益性の低下による簿価切下げ
の方法）に変更しております。なお、こ
の変更に伴う損益に与える影響はあり
ません。
 

　通常の販売目的で保有する
　たな卸資産
個別法による原価法（収益性の低下に
よる簿価切下げの方法）
 
 

３　固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産
　　主として法人税法に規定する旧定率
法を採用しております。なお、耐用
年数及び残存価額については、法
人税法に規定する方法と同一の基
準によっております。

建物 10年～26年

車両運搬具 ２年～６年

工具、器具及
び備品

４年～20年

 

(1) 有形固定資産
　　主として法人税法に規定する旧定率
法を採用しております。なお、耐用
年数及び残存価額については、法
人税法に規定する方法と同一の基
準によっております。

建物 10年～26年

車両運搬具       ６年

工具、器具及
び備品

４年～20年

　 (2) 無形固定資産
・社内利用のソフトウェア
　社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法によってい
ます。
 

(2) 無形固定資産
・社内利用のソフトウェア

同左

４　引当金の計上基準 貸倒引当金
　個別の債権の回収可能性を検討して
回収不能見込額を計上しています。

　なお、当事業年度において引当金計上
はありません。

貸倒引当金
同左
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項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３か月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなります。

 

　　　　　　　 同左

６　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) ソフトウェアの会計処理

販売用ソフトウェアの制作費は全

て研究開発費であり、当期製品製

造原価(売上原価)として期間費用

処理しています。

 

(1) ソフトウェアの会計処理

同左

　 (2) 消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっています。

(2) 消費税等の会計処理について

同左

　

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

　　　　　　　　　　　　―
 

(損益計算書)

　前事業年度において独立掲記しておりました「広告

宣伝費」(当事業年度225千円)及び「IR費用」(当事業

年度7,788千円)は、金額が僅少となったため、当事業年

度においては販売費及び一般管理費の「その他」に含

めて表示しております。　　　　　　　　　　

　

【追加情報】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(有形固定資産の保有目的の変更）

当事業年度において、販売用不動産の保有目的の変更

により、販売用不動産から有形固定資産に499,128千円

（建物143,050千円、土地356,078千円）を振替えてお

ります。　　

―
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務
　   (1)担保に供している資産
　　　　販売用不動産　　　　　　　10,020,466千円
　　　　建物　　　　　　　　　　　　 143,050千円
        土地　　　　　　　　　　　　 356,078千円
 
　   (2)担保付債務
　　　　短期借入金　　　　　　　　 4,000,000千円

※１　担保資産及び担保付債務
　   (1)担保に供している資産
　　　　販売用不動産　　　　　　　 4,483,900千円
　　　　建物　　　　　　　　　　　　  67,350千円
        土地　　　　　　　　　　　 　 92,649千円
 
　   (2)担保付債務
　　　　短期借入金　　　　　　     4,000,000千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　固定資産売却益の内訳は以下のとおりです。

　　　車両運搬具　　　　　　　　　　　387千円　　

※１　固定資産売却益の内訳は以下のとおりです。

　　　車両運搬具　　　　　　　　　　　681千円　　

※２　固定資産売却損の内訳は以下のとおりです。

　　　車両運搬具　　　　　　　　　　　170千円

※２　　　　　　　　　　―

※３　固定資産除却損の内訳は以下のとおりです。

　　　工具、器具及び備品　　　　　　2,352千円

※３　固定資産除却損の内訳は以下のとおりです。

　　　建物附属設備　　　　　　　　　1,328千円

　　　工具、器具及び備品　　　　　　3,525千円

　　　電話加入権　　　　　　　　　　　850千円

― ※４　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ

　　　後の金額であり、5,536,566千円のたな卸資産評価

　　　損が売上原価に含まれております。

― ※５　減損損失

　　　当事業年度において、以下の資産グループについ

　　　て減損損失を計上しております。

　　  (1)減損損失を認識した資産グループの概要

　　　　・用途　　　　　　　賃貸用不動産

　　　　・種類　　　　　　　土地及び建物等

　　　　・場所　　　　　　　福岡

　　　　・金額　　　　　　　333,091千円

 

　　  (2)減損損失の認識に至った経緯

　　　　　賃貸用不動産の時価が著しく減少している資

　　　　　産グループの帳簿価格を回収可能価格まで減

　　　　　額し、当該減少額を減損損失として特別損失

　　　　　に計上しております。

 

　　  (3)減損損失の金額

　　　　　建物　　　　　　　　69,662千円

　　　　　土地　　　　　　　 263,428千円

　　　　　合計　　　　　　　 333,091千円

 

　　  (4)資産のグルーピングの方法

　　　　　キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

　　　　　て、物件ごとを基礎としてグルーピングをし

　　　　　ております。

 

　　  (5)回収可能価格の算定方法

　　　　　資産グループの回収可能価格は、物件の正味

　　　　　売却価格により測定しております。正味売却

　　　　　価格は、固定資産税評価額等をもとに算定し

　　　　　た金額により評価しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末　　　　　

（株）
増加　　　　　　　　　（株） 減少　　　　　　　　　（株）

当事業年度末　　　　　
（株）

普通株式 487,800― ― 487,800

　
　
２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月12日
定時株主総会

普通株式 268,290 550平成20年３月31日 平成20年６月13日

平成20年10月30日
取締役会

普通株式 146,340 300平成20年９月30日 平成20年12月８日

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

        該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末　　　　　

（株）
増加　　　　　　　　　（株） 減少　　　　　　　　　（株）

当事業年度末　　　　　
（株）

普通株式 487,800― ― 487,800

　
２　配当に関する事項

　該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
 至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
 至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

　掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 198,361千円

現金及び現金同等物 198,361千円
　 　

　

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

　掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 106,755千円

現金及び現金同等物 106,755千円
　 　

　

(リース取引関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１.金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金調達を

行っております。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。借入金の使途は、運転資金及び販

売用不動産の取得資金です。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

売掛金に係る顧客信用リスクについては、与信管理規程に沿ってリスク低減を行っております。

　

２.金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであり

ます。

　

　 貸借対照表計上額（＊）（千円） 時価（＊）（千円） 差額(千円)

(1) 現金及び預金 106,755 106,755 ―

(2) 売掛金 40,549 40,549 ―

(3) 短期借入金 (4,003,000) (4,003,000) ―

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)短期借入金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融
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商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用し

ております。
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(有価証券関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別

　　内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別

　　内訳

　　　流動資産：

　　　　繰延税金資産

未払事業税 2,614千円

その他 107千円

評価性引当額 △2,721千円

繰延税金資産計 ―千円

 

　　　流動資産：

　　　　繰延税金資産

未払事業税 3,423千円

販売用不動産評価損 2,253,026千円

その他 141千円

評価性引当額 △2,256,591千円

繰延税金資産計 ―千円

 
固定資産：

繰延税金資産

一括償却資産等 282千円

控除対象外消費税 163千円

繰越欠損金 139,445千円

評価性引当額 △139,891千円

繰延税金資産計 ―千円

 

固定資産：

繰延税金資産

一括償却資産等 192千円

固定資産減損損失 135,546千円

繰越欠損金 201,192千円

評価性引当金 △336,932千円

繰延税金資産計 ―千円

 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税　　　　

　　　　　　　　　　　　　等の負担率との差異の原因と

なった主な項目別の内訳

　税引前当期純損失を計上しているため注記を省略してお

ります。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税　　　　

　　　　　　　　　　　　　等の負担率との差異の原因と

なった主な項目別の内訳

　税引前当期純損失を計上しているため注記を省略してお

ります。

 

　

(賃貸等不動産関係)

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１.賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は福岡県において、賃貸用の商業用ビル（土地を含む）を有しております。

平成22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸収入は31,940千円、賃貸費用は18,194千円、賃貸

収益が13,745千円となっております。

２.賃貸等不動産の時価に関する事項

貸借対照表計上額（千円）
決算日における時価

前事業年度末残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

497,873 △ 337,873 160,000 190,000

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注２）当事業年度増減額のうち、主な減少額は減損損失（333,091千円）であります。

（注３）当期末の時価は、当該物件の売却額であります。

　

（追加情報）

当事業年度より「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11

月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

23号　平成20年11月28日）を適用しております。
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(持分法損益等)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１.関連当事者との取引

親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は出
資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有(被所有)割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
自己の計算に
おいて所有し
ている会社等

㈱ブリス 東京都港区 13,000投資業
被所有
直接6.47

不動産の賃貸
役員の兼任

賃貸料の受取 27,300 ― ―

賃貸契約解除
による
敷金返却

16,600 ― ―

(注)１.上記金額に消費税等は含まれておりません。

２.取引条件及び取引条件の決定方針等

　賃貸料については、近隣の適正賃料を勘案し、決定しております。

３.上記の会社は、当社代表取締役永田典久が議決権の100％を自己の計算において所有している会社であります。

　

２.親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１.関連当事者との取引

親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は出
資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有(被所有)割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
自己の計算に
おいて所有し
ている会社等

㈱ブリス 東京都港区 13,000投資業
被所有
直接6.47

不動産の賃貸
役員の兼任

賃貸料の受取 5,108 ― ―

社用車の売却 2,428 ― ―

役員 永田典久 ― ―
当社元代表取
締役会長

被所有
直接49.08

―
当社借入額に
対する連帯保

証
25,500 ― ―

役員 山口雅幸 ― ― 当社取締役
被所有
直接0.00

―
当社借入額に
対する連帯保

証
25,500 ― ―

(注)１. 上記金額に消費税等は含まれておりません。

２. 取引条件及び取引条件の決定方針等

  賃貸料については、近隣の適正賃料を勘案し、決定しております。

３. 上記の会社は、当社代表取締役永田典久が議決権の100％を自己の計算において所有している会社であります。

　　４. 当社は、銀行借入債務の一部に対して永田典久氏より連帯保証を受けております。保証料の支払は行っておりませ

ん。取引金額欄には被保証債務の当事業年度末残高を記載しております。なお、永田典久氏は平成22年１月26日付

で代表取締役を辞任しております。

　　５. 当社は、銀行借入債務の一部に対して取締役山口雅幸より連帯保証を受けております。保証料の支払は行っており

ません。取引金額欄には被保証債務の当事業年度末残高を記載しております。
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２.親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 13,888.40円 1,531.07円

１株当たり当期純損失金額(△) △586.81円 △12,357.33円

　
＊ 潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額については、潜在株式が存在
しないため記載していません。

＊ 潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額については、潜在株式が存在
しないため記載していません。

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純損失金額(△) 　 　

当期純損失(△) （千円） △286,245 △6,027,905

普通株主に帰属しない金額 （千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失(△) （千円） △286,245 △6,027,905

普通株式の期中平均株式数 （株） 487,800 487,800

　

(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　該当事項はありません。

　

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社メッツ(E05064)

有価証券報告書

50/61



⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 161,696 ― 1,328 159,80186,037 75,691 73,764

　 　 　 　 　 　 (69,662)　

 　車両運搬具 5,687 ― 1,731 ― ― 201 ―

　工具、器具及び備品 59,391 231 3,525 50,199 39,346 9,728 10,853

　土地 356,078 ― 263,428 92,649 ― ― 92,649

　 　 　 (263,428)　 　 　 　

有形固定資産計
582,853 231 270,013302,650125,38385,621 177,267

　 　 (263,428)　 　 (69,662)　

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 4,588 ― ― 4,588 ― 1,169 3,419

　電話加入権 1,066 ― 850 216 ― ― 216

無形固定資産計 5,654 ― 850 4,804 ― 1,169 3,635

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりです。

工具、器具及び備品　　　　開発機材　　　　　　　　　　231千円

　

　　　 ２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりです。

建物　　　　　　　　　　　固定資産除却損計上　　　　　         1,328千円

車両運搬具　　　　　　　　社用車売却　　　　　　　　           1,731千円

工具、器具及び備品　　　　事務所備品廃棄　　　　　　           3,525千円

土地　　　　　　　　　　　減損損失計上　　　　　　           263,428千円

電話加入権　　　　　　　　固定資産除却損計上　　　　　           850千円

　

３　当期減少額及び当期償却額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。

　

【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

　

　
区分

前期末残高 当期末残高 平均利率
返済期限

　 （千円） （千円） （％）

　
 短期借入金 4,000,0004,000,0002.74 ―

　
 一年以内に返済予定の長期借入金 ― 3,000 2.00 ―

　
 一年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

　
 長期借入金（一年以内に返済予定のものを除
く。）

― 25,500 2.00 ―

　
 リース債務（一年以内に返済予定のものを除
く。）

― ― ― ―

　
 その他有利子負債 ― ― ― ―

　
合計 4,000,0004,028,500― ―

　（注）「平均利率」については、期中借入金の増減に対する加重平均利率を記載しております。

　

【引当金明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 218

預金 　

普通預金 106,537

預金計 106,537

合計 106,755

　

②　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(千円)

㈱山根電設 8,022

パラカ㈱ 3,703

TISトータルサービス㈱ 2,589

相栄土地建物㈱ 2,366

西新宿フォレスト管理組合 2,257

その他 21,610

合計 40,549

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高(千円)
　
(Ａ)

当期発生高(千円)
　
(Ｂ)

当期回収高(千円)
　
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
　
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

43,104 219,720 222,275 40,549 84.6 69.5

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれています。

　 ③　販売用不動産

所在地別 物件数 金額(千円)

東京都 2 4,083,900

福岡県 1 400,000

合計 3 4,483,900
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(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　 　
     第１四半期
(自平成21年４月１日
 至平成21年６月30日)

     第２四半期
(自平成21年７月１日
 至平成21年９月30日)

     第３四半期
(自平成21年10月１日
 至平成21年12月31日)

     第４四半期
(自平成22年１月１日
 至平成22年３月31日)

売上高 (千円) 89,178 84,186 87,392 70,253

税引前四半期
純損失金額(△)

(千円) △53,606 △33,530 △4,949,401 △990,129

四半期
純損失金額(△)

(千円) △54,040 △33,719 △4,949,707 △990,438

１株あたり四半期
純損失金額(△)

(円) △110.78 △69.13 △10,147.00 △2,030.42

　

EDINET提出書類

株式会社メッツ(E05064)

有価証券報告書

54/61



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３か月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで

す。

http://www.metscorp.co.jp/ir_koukoku.html

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

事業年度　第21期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)平成21年６月12日関東財務局長に提出

　

(2) 内部統制報告書

事業年度　第21期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)平成21年６月12日関東財務局長に提出

　

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第22期第１四半期（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月７日関東財務局長に提出

第22期第２四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月６日関東財務局長に提出

第22期第３四半期（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月10日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

平成21年６月11日

　

株式会社　メッツ

　取締役会　御中

　

清和監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　田　　　増　三　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　江　黒　　　崇　史　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社メッツの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第21期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社メッツの平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社メッツの平

成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並び

に内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に

対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防

止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠し

て内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社メッツが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社メッツ(E05064)

有価証券報告書

59/61



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

平成22年５月28日

　

株式会社　メッツ

　取締役会　御中

　

清和監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　田　　　増　三　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　江　黒　　　崇　史　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社メッツの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第22期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社メッツの平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度において、たな卸資産評価損

5,536,566千円及び減損損失333,091千円を計上したことにより、当期純損失が6,027,905千円となった。当該

状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該

注記に記載されている。財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影

響は財務諸表に反映されていない。 
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社メッツの平

成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並び

に内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に

対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防

止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠し

て内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社メッツが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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